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本報告書は、文部科学省の教育政策推進事業委託費による委

託事業として、≪学校法人イデア熊本アジア学園イデア IT カ

レッジ阿蘇≫が実施した令和 7年度「専修学校による地域産業

中核的人材養成事業」の成果をとりまとめたものです。 
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 （１）事業の趣旨・目的等について 

〇熊本県においては、人口減少の加速、インバウンド需要の加速する中で、地方創生の

中核を担う業界が、観光産業である。 

一方、観光産業は慢性的な人材不足に陥っており、その課題は低い労働生産性と現場の

IT スキル人材不足に挙げられる。 

既に国内の労働力の供給では限界があり、IT スキルのアップデートされた実務人材育成

及び専門知識を有する外国人材の確保がその課題解決となりえる。 

特に、昨今では、「観光業界の地域課題や業務内容に精通しつつ、IT・AI やテクノロジーを

活用して、地方創生をリードする人材が求められている。 

〇専門学校イデア IT カレッジ阿蘇(IICA)は、2022 年に人口 1 万人の南阿蘇村に IT と観

光サービスの人材を育成するために開校した。 

超高齢化少子化の村で、熊本地震からのソフト復興のモデルとして開校し、国際学生７か

国からの受入れや 18 歳以外（既卒者）の積極的受入れを行い、企業との連携を強化し

て、就職率 94％（国際学生 100％）、県内就職 60％を誇っている。 

◎本事業では「地方創生の課題解決 ×IT・AI 活用人材養成プログラム」を開発し・導入し

て、地域資源を IT・AI の力で可視化・発信・改善・収益化する専門人材を育成し、地域企

業に輩出していく。 

◎また、地方創生に必要な起業・創業のスタートアップ企業と連携して、アントレプレナー

シップの人材育成を行う。 

◎加えて、AI 等を活用した学校の教育の質や業務効率化の向上を図るツールを開 

 発して、同様の課題を抱える専門学校に横展開をおこなっていく。 
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（２）当該教育カリキュラム・プログラム／調査研究が必要な背景について 

① 観光業界で、今後どのような変化が起こるか 

⇒熊本県内の観光産業の深刻な人材不足 

・熊本県内の宿泊者数は、コロナ禍以前（2019 年）の水準を上回り、2024 年に延べ 840 万

人と過去最高を記録した。しかし、観光業界で働く人の数はコロナ禍で落ち込んだままの

状況が続いている。 

・特に宿泊業の正社員・非正社員の人手不足率は、51 業種中 2 番目に高い水準となって

いて、喫緊の課題である。 

 

観光産業の低い労働生産性と現場のデジタルスキル人材不足が喫緊の課題 

 
 

 

 

② 変化を踏まえるとどのような人材が必要となるのか 

⇒観光産業の中でも、特に着目すべき IT 人材ニーズ３つの分野 
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変化を踏まえるとどのような人材が必要となるのか⇒観光産業３つの分野にみるアンケー

ト結果から推測される IT 人材ニーズ 

◎R５年度 DX 人材養成プログラム事業（当校受託）の企業人材ニーズ調査より、専門学

校卒の IT 利活用人材の活用や採用を聞いたところ、 

・①観光コンテンツ分野【宿泊施設】では 49％、②エリアマネジメント分野【DMO】では

35％、③情報サービス分野【観光業を支援する IT 企業】では 75％が採用したい意向があ

ると回答があった。 

・また、個別の IT 知識・スキルと合わせて、パーソナルスキル（課題解決力、ロジカルシン

キング等）を重要視することがわかった。 

◎R6 年度専修学校リカレント教育推進事業（当校受託）の「IT 活用×地域観光実践プロ

グラム」受講者アンケート調査より、 

・受講者の属性は、観光関係事業者が 50％、観光関連以外の事業者が 50%を占め、人

材、ICT、経営コンサルタントなど多様な分野からの 

参加が見られた。⇒観光業界、地域活性領域には他産業からの人材ニーズが高いことが

伺えた。 

・講座内容としては、成功事例、IT 知識・スキルの講座に加えて、AI 活用・デジタル・SNS

マーケティングの要望が高いこと、特に AI を活 
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用して業務に取り入れたいこと、また質疑応答、ディスカッションの双方向性を強化するこ

とで、より学習効果を上げることが伺えた。

◎R6 年度国際化推進事業（熊本県専修学校各種学校連合会受託）「企業の外国人材ニ

ーズ調査」より

・熊本県内の事業者（IT 分野、宿泊分野、介護分野）で現在外国人を雇用している企業は

41％、過去

雇用を含めると、48％社と、雇用状況は高い。

・専門学校卒業生（専門分野の知識を有する外国人材「技人国」）の採用についても、意向

があるが

40％と回答があり、積極的な外国人材活用が伺える。

・一方で、日本語能力 N2 以上やコミュニケーションについての不安があると回答されてい

る。
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③人材の育成をどのように専修学校が担っていくのか 

■専門学校イデア IT カレッジ阿蘇（IICA）の概要と人材育成 

・IICA は 2021 年に人口 1 万人の南阿蘇村に、IT と観光サービスの人材を育成するため

に開校した。 

 

 
 

④選ばれる専修学校となるためにどのような取組が必要なのか 

○【学生から選ばれる学校】 

・開校時から、18 歳人口が減少することを見込み、多様な学生を受入れ、学生から選ばれ

る学校を目指している。 

・国際と日本学生の比率 51%:49% 

・国際学生が、延べ 11 カ国、現在 7 カ国が在学中。 

・18 歳以外の学生が、在校、卒業生の中で 15％程度いる。 

＊18 歳以外の社会人経験の学生は、卒業後に起業したり、地域のスタートアップ企業に

就職する等、その関心が高い。 

○【企業から必要とされる学校】 

・企業が求める人材のニーズに応じて、授業・学習カリキュラムを展開し、最終的には学生

の就職に繋げていくこととを「法人サポーター（R7 年 4 月 65 社）」として提携している。 

○【地域から必要とされる学校】 

・キャンパスを阿蘇地域全体と捉えて、地域住民、事業者、行政、中高校と密接に関わっ

ている。阿蘇地域に唯一存する高等教育機関専門学校の役割を担っている。 

・阿蘇地域での小中高生との授業連携・交流 20 回(R5,6 年度） 

・南阿蘇村居住者数 28 人、アルバイト従事者 23 人 

 

 

▼既存の教育プログラムでは観光業界の企業や地域のニーズに対応できない理由・課題 

・観光業界の地域課題に精通して現場観があり、かつ生成 AI に関する講師やカリキュラ

ム作成を有する講師が、阿蘇地域にはいない。 
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・地方創生の出口の 1 つである起業・スタートアップに関しては、フィールドや企業との実

践的な場や講師が求められる。 

・企業からは、パーソナルスキル（課題解決力、ロジカルシンキング等）、質疑応答やディ

スカッションの双方向性等のアクティブ 

ラーニングの教育プログラムがより重要視されている。 

＊国際学生が企業で即戦力になるは、日本語能力で N1、N2 が求められ、専門的な言語

を含めた日本語能力の向上が求められる。 
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（３）開発した教育カリキュラム・プログラム／調査研究の概要 

ⅰ）名称 

地方創生の課題解決 × IT・AI 活用人材養成プログラム事業 

ⅱ）内容 

○開発する教育カリキュラム・プログラム／実施する調査研究の全体像 

 

◎開発する教育カリキュラム・プログラムの開発と実証講座の導入 

①IT マーケティング科目群～IT とマーケティングで地域課題解決を実践的に習得できる

科目群 6 科目（新設 4 科目、改訂 2 科目） 

②IT・AI エンジニア科目群～生成 AI の活用からマーケティングを実践的に習得ができる

科目群 6 科目（新設 4 科目、改訂 2 科目） 

③IT 国際科目群～IT の基礎知識を学びながら日本語能力の向上を目指す科目群 4 科

目（新設 4 科目） 

R8 年 4 月より文化・教養課程「IT 国際学科」をスタートさせる留学生特別 1 年コース。 

・既存の地域観光デザイン学科に、①IT マーケティング科目群、既存の IT ソリューション

学科に②IT・AI エンジニア科目群 

・新設（R8 年 4 月開設）の「IT 国際学科」に③IT 国際科目群を導入していく予定。留学生

特別 1 年コースの設置。 

 

今回開発する教育カリキュラム・プログラムの新規性 

◎起業・創業のスタートアップの場（企業・地域）と連携していく実証講座を導入 

・「地方創生の課題解決」人材は、会社に就職するという出口だけでなく、起業・創業のア

ントレプレナーシップの素養も求められる。この人材育成は、学校の授業のみならず、実

際に阿蘇地域で起業・創業して地域課題解決に取り組む企業や地域と繋がり、フィール

ドを活用していくことが重要であり、今回実証講座で導入して、そのひな型をつくる。 

 

◎AI 等を活用した学校の教育の質や業務効率化の向上を図るツール開発と横展開 

・人口 1 万人の村で持続可能な専門学校の在り方として、開発する教育カリキュラム・プロ

グラムを推進するには、マンパワー不足は大きな課題である。AI や遠隔授業、留学生の

学生管理システム等を活用し、ローカルでの専門学校の教育の質や業務効率化の向上

を図るツールを開発し、これを他の学校に横展開していく。 
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（４）具体的な取組

ⅰ）計画の全体像

◎開発する教育カリキュラム・プログラムの開発の概要

①IT マーケティング科目群～IT とマーケティングで地域課題解決を実践的に習得できる

科目群 6 科目（新設 4 科目、改訂 2 科目）

②IT・AI エンジニア科目群～生成 AI の活用からマーケティングを実践的に習得ができる

科目群 6 科目（新設 4 科目、改訂 2 科目）

③ IT 国際科目群～IT の基礎知識を学びながら日本語能力の向上を目指す科目群

4 科目（新設 4 科目）
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令和 7 年度 

【1】地方創生×IT 人材養成委員会の開催 

本事業の進捗及び調査内容や本教育のカリキュラム、シラバス開発に関する助言の会議

を開催する。2 回 

 

【2】地方創生×IT・AI 活用企業ニーズ調査 

ターゲット３分野の事業者の本教育への理解度、学生の採用に対して、企業ニーズの実態

を把握する。外国人材の採用意向も把握する。60 件 

 

【3】地方創生×IT・AI 活用先行事例調査 

既に同様のカリキュラムを実施している教育機関、行政機関、民間企業等について事例研

究を行い 7 件 

 

【4】18 歳以外・社会人の学びニーズ調査 

18 歳以外・社会人で、観光業界に関心が高い、専門学校で学び直ししたい方々に調査を

行い、その実態を把握する。100 件 

 

【5】教育プログラムのシラバスの開発 

一部、教材と実証授業の開催 

本教育の具体的なカリキュラム、シラバスを開発する。また、実証授業の開催をする。 

・シラバス開発 16 科目、512 時数 

・実証授業の開催 4 科目、128 時数、 

 

【6】スタートアップ企業との試験的な連携授業 

試験的に IT マーケティング科目の授業と連携して、スタートアップ企業と地域観光商品づく

り事業を行う。授業連携 2 科目、64 時数 

 

【7】AI 等を活用した教育の質や業務効率化 

試験的に生成 AI を活用した業務効率化を作成・導入してみる。 

・業務効率化・生産性向上 2 ツール導入 
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令和 8 年度 

【1】地方創生×IT 人材養成委員会の開催 

本事業の進捗及び本教育のカリキュラム、シラバス開発、及び講座実施に関する助言の

会議を開催する。3 回 

 

【2】本教育プログラムの教材開発 

前年度開発した 3 科目群の教材を開発する。  

① IT マーケティング科目群 

② IT・AI エンジニア科目群 

③ IT 国際科目群 12 科目、384 時数、 

 

【3】本教育プログラム実証講座の実施 

・開発した 3 科目群の教材をもとに、本科生に実証授業を実施する。 

３科目群 16 科目、512 時数、 

受講学生 計 50 人 

・講座運営用マニュアルの作成 

他学校への横展開用に授業デザイン、マニュアルを作成する。 

 

【4】スタートアップ企業との試験的な連携授業 

IT・AI エンジニア科目の授業と連携してスタートアップ企業と地域課題×AI 活用事業を行

う。授業連携 2 科目、64 時数 

 

【5】AI 等を活用した教育の質や業務効率化 

生成 AI を活用した業務効率化を作成・導入していく。業務効率化・生産性向上 4 ツール

（既存 2 ツール、新規 2 ツール導入） 

 

【6】継続的連携組織と他学校への展開 

専門学校と業界団体、企業等で、本事業の成果物が他の専門学校への展開したり、3 分

野の企業や団体に人材を輩出していくための協議会を設置する。また、教育機関、企業・

団体等に対して積極的に広報、情報発信していく。 

WEB、パンフレット作成、他学校展開 2 校 
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令和 9 年度 

【1】地方創生×IT 人材養成委員会の開催 

本事業の進捗及び本教育のカリキュラム、シラバス開発、及び講座実施に関する助言の

会議を開催する。3 回 

 

【2】本教育プログラムの教材修正と新規開発 

前年度の教材修正と新規 4 科目開発を行う。 

①IT マーケティング科目群 

②IT・AI エンジニア科目群 

③IT 国際科目群 20 科目、640 時数 

 

【3】本教育プログラム実証講座の実施 

〇開発した 3 科目群の教材をもとに、本科生に実証授業を実施する。 

３科目群 20 科目、640 時数 

受講学生 計 70 人 

・講座運営用マニュアルの作成 

他学校への横展開用に授業デザイン、マニュアルを作成する。 

 

【4】スタートアップ企業との試験的な連携授業 

IT・AI エンジニア科目の授業と連携してスタートアップ企業と地域課題×AI 活用事業を行

う。授業連携 2 科目、64 時数 

 

【5】AI 等を活用した教育の質や業務効率化 

生成 AI を活用した業務効率化を作成・導入していく。業務効率化・生産性向上 6 ツール

（既存 4 ツール、新規 2 ツール）導入 

 

【6】継続的連携組織と他学校への展開 

専門学校と業界団体、企業等で、本事業の成果物が他の専門学校への展開や、3 分野の

企業や団体に人材を輩出していくための協議会を運営していく。また、教育機関、企業・団

体等に対して積極的に広報、情報発信していく。 

広報用 WEB 作成、他の学校展開 4 校 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

○実施事項 

令和 7 年度 

【1】地方創生×IT 人材養成委員会の開催 

目標 2 回⇒結果 3 回 

委員を招集し、各実施事業に関して意見交換や助言をいただいた。10 月・12 月・2 月の 3

回実施※詳細は後述 

 

【2】地方創生×IT・AI 活用企業ニーズ調査 

目標 60 件⇒結果 53 件＋R4 年度との比較調査、企業ヒアリング 5 社を追加で実施。 

①IT 事業者、②DMO・観光振興団体事業者、及び③宿泊事業者の本教育への理解度、

学生の採用に対して、企業ニーズの実態に関する理解度や認識度の実態を把握 

するためにアンケート調査を実施した。外国人材の採用意向も把握するとともに、件数は

やや未達ではあったものの R4 年度実施の企業ニーズ調査との比較も行い、経年での変

化まで深く分析を行った。R4 年度時点ではあまり実装フェーズではなかった AI の浸透が

見て取れ、IT 業界だけではなく、観光振興団体や宿泊事業者においても必須スキル・求め

られるスキルになってきている。※詳細は後述。 

 

【3】地方創生×IT・AI 活用先行事例調査 

目標 7 件⇒結果 7 件 

既に同様のカリキュラムを実施している教育機関、行政機関、民間企業等について事例研

究を行った。企業連携や、阿蘇エリアでのノウハウ展開の可能性も検討した。※詳細は後

述。 

 

【4】18 歳以外・社会人の学びニーズ調査 

目標 100 件⇒83 件、リカレント講座参加者コメント 54 件の受講動機分析を追加で実施。 

18 歳以外・社会人・またすでに学び直しをしている学生を対象として、観光業界に関心の

高さや、学び直しニーズのある分野、また学び直しにおける障壁などを洗い出した。件数

はやや目標を下回ったものの、リカレント講座をすでに受けている層にアンケートを取るこ

とができ、リアルなニーズとして、AI やデジタルツールの活用が高く出た。また、障壁として

時間や資金の捻出、また「社会から取り残されるのでは」という心理的ハードルが学び直し

の大きな壁となっていることも見えた。※詳細は後述。 

 

【5】教育プログラムのシラバスの開発 

・シラバス開発 16 科目、512 時数⇒結果 17 科目 406 コマ 

・実証授業の開催 4 科目、128 時数⇒結果 5 科目 80 コマ（160 時数） 

※単位制移行のため一部“時数”から“コマ”換算へ変更 

・実証事業の参加者数のべ 30 人→66 人 

IT マーケティング科目群 6 科目、IT・AI エンジニア科目群 7 科目、IT 国際科目群 4 科目

のシラバスを作成。 

実証授業は、IT マーケティング科目群から 2 科目、IT・AI エンジニア科目群から 3 科目の

計 5 科目を実施。 

教材も実証授業に関して開発。※詳細は後述。 

 

【6】スタートアップ企業との試験的な連携授業 

目標 授業連携 2 科目、64 時数⇒結果 2 科目 32 コマ（64 時数） 
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※単位制移行のため“時数”から“コマ”換算へ変更

IT マーケティング科目群の 2 科目にてスタートアップ企業アクウィー、また道の駅阿蘇、地

元飲食店 Italiasso（イタリアッソ）3 社を巻き込んだ連携授業を実施。

地域課題実践プロジェクト：アクウィーと協働し、学生主催の「阿蘇の朝飯会（ちょうはんか

い）」企画を実施。

地域商品開発：アクウィー・道の駅阿蘇を含む複数事業者での商品開発を実施。実際に道

の駅阿蘇にて商品販売も始まった。※詳細は後述。

【7】AI 等を活用した教育の質や業務効率化

目標 2 ツール⇒結果 2 ツール

ツール①時間割生成 AI システム

【課題】IICA は講義の 90%以上を非常勤講師が担っており、各講師都合を調整しながら時

間割化する作業に数か月要している。

【解決】生成 AI にカリキュラム、講師都合、教室容量等を入力し、最適な時間割を作成す

るシステムをつくる。

・動画マニュアル：https://share.cleanshot.com/7jTqxKkm

上記動画マニュアルも作成し、新しいスタッフでも迷うことなく使用できるように整備。

https://share.cleanshot.com/7jTqxKkm
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ツール②入退出（出席）管理システム 

【課題】出欠/遅刻等の学生フィードバックは、四半期に 1 回程度の集計・面談となってお

り、記録も講師任せのみの運営。 

【解決】登下校時のデータを元に出欠情報を記録・表示する事で、昨日までの状況と出席

率を学生自ら確認出来るようになり、意識が向上。 
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○事業を推進する上で設置した会議  

会議名

① 
地方創生×IT・AI 活用部会⇒地域産業中核的人材養成事業部会 

目的・

役割 

学校、企業関係者で既に設置している「カリキュラム編成委員会」において、本

事業のカリキュラム、シラバス、教材の開発を行っていく。 

そこで開発されたものを「地方創生×IT 人材養成部会」を新たに設置して、学

校、企業、団体、行政のメンバーで構成して、カリキュラム、シラバス、講座実

施に関する進捗と助言、評価、検証を行っていく。 

会議の 

具体的

内容 

・調査、カリキュラム、シラバス、講座実施に関する進捗と助言、評価、検証を

行っていく。 

・企業ニーズ調査、先行事例調査、社会人の学びニーズ調査における業界 

 団体等への案内、調査結果の検証 

・教育プログラムのシラバスの開発、一部、教材開発へのアドバイス 

・実証授業へのアドバイス 

・スタートアップ企業との試験的な連携授業 

・AI 等を活用した教育の質や業務効率化の学校への展開 

委員数       11 人 開催頻度 年間 3 回 

 

地域産業中核的人材養成事業部会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 旅費 

１ 井手 修身 
学校法人イデア熊本アジア

学園  
事業主体者 熊本県 

 

２ 永田 祐介 
熊本県旅館生活衛生同業組

合 

観光業界ニー

ズ調査、普及

啓発 

熊本県 

○ 

３ 久保 尭之 みなみあそ観光局 
シラバス教材

開発支援 
熊本県 

○ 

４ 村上 大輔 株式会社ぱるぷんて 
シラバス教材

開発支援 
熊本県 

○ 

５ 岩木 健 南阿蘇 IT バレー協議会 

IT 業界ニーズ

調査、普及啓

発 

熊本県 

○ 

６ 田中 旬一 
学校法人せとうち日本 IT ﾋﾞ

ｼﾞﾈｽｶﾚｯｼﾞ 

教育視点、学

校への展開 
熊本県 

○ 

７ 富山 孝治 
熊本県情報サービス産業協

会 

IT 業界ニーズ

調査、普及啓

発 

熊本県 

○ 

８ 赤山 聖子 学校法人赤山学園 
教育視点、学

校への展開 
熊本県 

○ 

９ 前田 和則 熊本国際日本語学校 
教育視点、学

校への展開 
熊本県 

○ 

10 磯田 淳 株式会社くまもと DMC 

観光業界ニー

ズ調査、普及

啓発 

熊本県 

○ 

11 廣岡 俊治 
熊本県 デジタル戦略推

進課 

行政からの広

報 
熊本県 
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【第 1 回部会】資料



24

【第２回部会資料】
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【第３回部会資料】
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○事業を推進する上で実施した調査  

調査名 
①「地方創生 × IT・AI 活用」教育・企業ニーズ調査 

調査目的 観光コンテンツ分野（宿泊、飲食、体験施設）、エリアマネジメント分野

（DMO・行政の観光担当）、情報サービス分野（情報サービス系の IT 企

業）の事業者が「地方創生の課題解決 × IT・AI 活用」教育への理解度、

学生の採用に対して、企業ニーズの実態を把握する。合わせて、外国人

材の採用意向も把握する。 

調査対象 ①IT マーケティング科目群 ～宿泊事業者、飲食、体験 DMO、観光協

会、行政の観光担当等 

②IT・AI エンジニア科目群 ～観光業界に関心がある IT システム開発、

WEB 制作等の事業者 

IT 国際科目群については、①②の事業者へ外国人材の採用意向につい

て同時に調査する。 

調査手法 各分野の業界団体、イデア IT カレッジ阿蘇のサポーター企業等を通じ

て、アンケート（WEB と郵送）調査を実施する。ニーズの高い事業者に

は、更にヒアリング調査を行う。合計 60 件 

調査項目 ＊事業者の「地方創生の課題解決 × IT・AI 活用」教育（当該教育）への

理解度 

＊従業員のレベル（職種・経験・スキル）、理解度と必要性について 

＊当該教育のカリキュラム・プログラムの内容とレベル 

＊当該教育を受けた専門学校学生の採用ニーズ、職種、条件 

＊イデア IT カレッジ阿蘇学生の採用可能性、外国人材（留学生）の採用

意向 

分析内容 

（集計項目） 

＊当該教育のカリキュラム・プログラムの内容とレベル（専門知識、スキ

ル、資格） 

＊当該教育に求める人材像 

＊入社時の社会人に求められる教育カリキュラム 

調査結果 アンケート回収数 

・IT 事業者：21 件 

・DMO/観光振興団体：19 件 

・宿泊事業者：13 件 

⇒人材ニーズ・アンケート調査結果の詳細は、報告書末尾に添付。 

 

① IT 事業者 

IT 業界では外部連携での教育が推進。AI 活用は戦力の重要ポイント

へ。引き続き「業務遂行力」などの人間力は高く求められる。 

採用ニーズにおいては、業務遂行力が 71％、情報収集・分析力が

52％、判断力が 52％とスキルよりも基本的な「人間力」の方が高く推移。 

外国人留学生の雇用実績は 57％があり。採用意向に関しては、上限が

合えば 33％が採用したい、今後検討したいが 29％となった。 

リスキリングニーズは R4 年度と比べて、社内完結型から外部連携型へ

の移行が見られた。 
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② DMO/観光振興団体

DMO/観光振興団体では、AI 出現によりより具体的なツールや手段が現

実解として見えてきた。求める人材は実践できる企画・調整・分析できる

人が求められる。

最も求められるのは、「将来の中核スタッフ」で 78.9％が回答。AI の活用

の必要性を感じているのは 100％で、AI 活用人材は 58％の組織で育成

したい・採用したいと回答されている。

外国人人材の採用実績は、31％で、69％が採用実績なしとなる。

採用意向は採用したい・検討したい等ぽじてぃぐな回答が 79％となって

おり、インバウンド対応等含めニーズがあると言える。

R4 年度と比べて、求められる中核スキルは、企画発想や業務遂行力な

どから変化はない。ただし、現場での AI 活用は関心ごとから実装検討の

フェーズへ移行していることが分かった。



30



31



32

③ 宿泊事業者

宿泊事業者では、慢性的な人手不足を AI やデジタル化で解決しようと動

き始めている。現場目線で改善できる人が求められる。

求められる人材の TOP３は、調理、マルチスタッフ、AI・IT 推進担当とな

る。業務での基本的な IT 導入はほぼ 100％達成されている（OTA な

ど）。

約 7 割が AI・IT 人材の必要性を認識している。

外国人人材の採用実績は、特定技能の採用実績が高い。技人国の採用

は今後検討したいとの回答が比較的高く出た。

R4 年度と比べて、リスキリング実施率が 3.1％→15.4％と約 5 倍になって

おり、宿泊事業者における人材育成も徐々に進みだしていることが分か

る。
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開発する 

カ リ キ ュ ラ

ム・プログラ

ム／ 

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反映するか 

（活用手法） 

これらの人材ニーズ・アンケート調査結果から、人材の育成や採用に関

する、業界別のニーズ、また経年での変化を把握した。 

求める職種とスキル、知識との関係性、また留学生採用ニーズも明らか

となった。 

今後協力可能企業のピックアップを行っており、カリキュラム開発や採用

連携を図っていく。 

 

 

調査名 
②「地方創生 × IT・AI 活用」先行事例調査 

調査目的 地方創生 ×IT・ AI 活用人材育成 (当該教育)への理解度、学生の採用 

に対して、企業ニーズの実態を把握する（外国人採用ニーズ含む） 

調査対象 京都コンピュータ学院 

FSG カレッジリーグ 

宮崎情報ビジネス医療専門学校 

日本工学院八王子専門学校 

学校法人麻生塾 

久留米工業大学 

北海道大学 

調査手法 教育機関、行政機関、企業の活動内容の WEB 調査・分析。 

合計 7 件 

調査項目 ＊各テーマの教育ターゲットと人材像、カリキュラム、シラバス、 

＊各テーマの教育の時期・時間、形態 

＊各テーマの教育の受講生の属性 

＊学生の就職先の業界や企業 

分析内容 

（集計項目） 

＊「地方創生の課題解決 × IT・AI 活用」教育のターゲットと 

 人材像、カリキュラム、シラバス、時期・時間、形態 

＊学生の就職先の業界や企業 
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調査結果 

 
 

各事例の詳細分析（就職・進路実績） 

① 京都コンピュータ学院（専門学校：活用×ビジネス設計） 

カリキュラム詳細: AI ビジネスプランニングから ROI 分析までを段階的に

学習。 

就職・進路実績: 

起業支援: プログラムを通じてベンチャー企業が 2 件誕生。ビジネスコン

テスト形式の評価が直接創業につながっている。 

主な進路: 既存の IT 企業のみならず、デジタル化を推進する住宅メーカ

ーや物流企業の DX 担当として採用されるケースが目立つ。 

② FSG カレッジリーグ（専門学校：全学科 AI 活用） 

カリキュラム詳細: 福島県内 5 校の全学科学生（約 900 名）への生成 AI

活用教育を標準化。 

就職・進路実績: 

就職率の底上げ: サービス業や事務職志望の学生が「AI を使いこなせる

事務職」として評価され、就職率が向上。 

インターン連携: 地域の IT 企業との強力なパイプを活かし、東北地方の

DX 人材として地元企業への採用実績を伸ばしている。 

③ 宮崎情報ビジネス医療専門学校（専門学校：産業特化型実装） 

カリキュラム詳細: 医療・農業に特化したデジタル化。IoT・AI の現場実装

までを網羅。 

就職・進路実績: 

驚異的な地元定着率: 地元就職率 90%、全体就職率 95%以上を達成。 

主な進路: JA 宮崎関連組織、県内基幹病院のシステム部門、地元 IT ベ

ンダー。産業に特化したスキルが、そのまま地域内での採用力に直結し

ている。 

④ 日本工学院八王子専門学校（専門学校：AI システム開発） 
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カリキュラム詳細: AI アルゴリズム実装能力に加え、地域課題解決の「プ

ロデュース力」を養成。 

就職・進路実績: 

成果物による採用: 連携プロジェクトで作成したチャットボットや可視化ツ

ールをポートフォリオとして活用。 

主な進路: 大手 SIer、都内・多摩地域の IT 企業。外部企業連携演習で

のプレゼンが評価され、そのままスカウトにつながる事例も。 

⑤ 学校法人麻生塾（専門学校：実務改革モデル） 

カリキュラム詳細: IT スタートアップと連携した最新 AI 技術の実務適用教

育。 

就職・進路実績: 

即戦力評価: AI プロンプト最適化や RPA 導入などのスキルが評価され、

AI 関連職種への内定が加速。 

地域貢献: 福岡・九州を中心とした企業の DX 推進枠での採用実績が豊

富。 

⑥ 久留米工業大学（大学：開発×フィールド実装） 

カリキュラム詳細: AI 応用研究所を中心に、いちご仕分け AI 等の地域プ

ロジェクトを実施。 

就職・進路実績: 

ダイレクト採用: 年次成果発表会において、学生の技術力を見た地元企

業 10 社からその場で採用意欲が示され、内定に直結。 

主な進路: 自動車関連メーカー、JA、地元建設業、システム開発会社。 

⑦ 北海道大学（大学：活用×データ駆動型行政） 

カリキュラム詳細: NEC の「因果分析 AI」を活用した行政課題解決。 

就職・進路実績: 

産学連携内定: プログラムに参画した学生 5 名が、連携パートナー企業

（NEC 等）への内定を獲得。 

主な進路: コンサルティングファーム、IT 企業、公務員。EBPM スキルの

習得が、高度専門職への道を開いている。 
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開発する 

カ リ キ ュ ラ

ム・プログラ

ム／ 

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反映するか 

（活用手法） 

阿蘇地域でのプログラム開発への検討を行う。 

 

・「マッチングイベント」の制度化: 久留米工大のように、実証授業の成果

発表会を企業の採用担当者・経営者が直接評価する場とし、そのまま就

職・創業支援へと繋げる。 

・地域定着のための「産業特化型ポートフォリオ」: 宮崎情報ビジネスの例

を参考に、阿蘇の「農業」「観光」に特化したデジタル実績を学生に持た

せることで、地元企業への採用メリットを最大化する。 

・起業支援プログラムの統合: 京都コンピュータ学院のように、実証プロジ

ェクトがそのまま「創業」につながるよう、ビジネスプランのブラッシュアッ

プやベンチャーキャピタル等との連携も視野に入れる。 

 

 

調査名 
③18 歳以上・社会人の学びニーズ調査 

調査目的 18 歳以上・社会人で、観光業界に関心が高い方々への社会人の学び直

し調査を行い、その実態を把握する。 

専門学校への入学の意向と課題を検証する。 

調査対象 インターネット調査：観光業界に関心が高い、18 歳以上・社会人 

調査手法 インターネット調査：観光業界に関心が高い、学び直し・就職希望者を属

性としてターゲティングして、WEB によるアンケート調査を実施。100 件 

調査項目 ＊「地方創生の課題解決 × IT・AI 活用」教育の関心度 

＊観光業界で学びたい知識・技能・スキル 

＊専門学校への入学の意向と課題 

＊起業・創業のスタートアップへの関心 

分析内容 

（集計項目） 

＊観光業界に関心が高い、18 歳以上・社会人（転職・就職希望者）の学

び直しニーズ 

＊専門学校への入学意向、専門学校の授業で学びたい知識・技能・スキ

ル。 

調査結果 回答数 83 件 

回答者属性は 35～54 歳が多く 65％を占める。 

学習ニーズは AI 活用の関心が圧倒的で、次点としてデータ分析、SNS・

デジタルマーケティング、地域ブランディングが続いた。 

学び直しの目的と直面する障壁が 3 つ見えてきており、①時間確保

86.7％、②費用負担 73.5％、③モチベーション維持 26.5％となっている。 

理想の学習環境としてはオンライン形式が圧倒的支持となった。 

専門学校での学び直しも、費用が高そう 72.3％、時間の確保が難しそう

77.1％の他、社会人では入学が難しそう 30.1％となっている。 

通いやすさや、時間の融通などが論点と言える。 
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開発する 

カ リ キ ュ ラ

ム・プログラ

ム／ 

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反映するか 

（活用手法） 

本アンケート結果から、AI 活用への関心が高く、デジタルツール活用関

連の興味も高いことが明らかとなった。また、障壁は時間・費用・マインド

維持が挙げられた。専門学校での学び直しもオンライン対応可能かなど

が焦点となってくるため、カリキュラム・教材開発の際に反映を検討して

いく。 

 

調査名 
④企業ヒアリング調査  

調査目的 アンケートだけでは見えてこない、リアルな企業の採用ニーズを把握する

ことを目的とする。 

調査対象 観光・宿泊、製造、IT、小売等の地域企業 5 社 
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調査手法 対面・オンラインによるヒアリング 

調査項目 採用動向、求める人物像、日本語力・在留資格、即戦力度、教育連携の

可能性 

分析内容 

（集計項目） 

新卒採用ニーズの他、調査項目に準ずる。 

調査結果 企業は「育てたいが余力がない」というジレンマを抱えていることが明ら

かとなった。教育機関がその間を埋める存在として、実務に近い学習機

会と現実的な就職導線を設計することが、地域人材循環の鍵となる。 

 
 

1. 採用市場全体の傾向 

1-1. 新卒採用環境 

日本人新卒は極端な売り手市場であり、中小企業では応募自体が集ま

らないケースが多い 

給与・休日条件を引き上げなければ、高卒・専門卒の母集団形成が困難 

大企業・都市部企業への流出が顕著 

1-2. 外国人材採用の現実 

外国人材採用は拡大傾向だが、「日本語能力」と「在留資格」が最大の制

約要因 

多くの企業が N2 を理想としつつ、現実的には N3 で妥協している 

技人国は業務範囲制限が厳しく、特定技能の方が現場適応力は高い 

2. 業種別に見る採用ニーズ 

2-1. 観光・宿泊業 

人手不足は慢性的で、特に現場運営・接客人材が不足 

IT・マーケティング人材への期待はあるが、即戦力前提の中途採用が中

心 

新卒にはマルチタスク適応力と基礎的接遇力が求められる 
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2-2. 製造業・技能職 

技能職は外国人材（特定技能）ニーズが高い 

専門知識よりも、素直さ・自主性・安全意識が重視される 

事務・広報・マーケティング系の間接部門人材が不足 

2-3. IT・デジタル関連職 

新卒より即戦力中途採用が中心 

新卒に求める場合でも、基礎スキルと学習意欲が必須 

外国人材はハードルが高く、試験通過率も低い 

3. 企業が共通して求める人物像 

日本語での実務コミュニケーション力（電話・メール・対面） 

主体性・協調性・素直さ 

「若くて元気」よりも「現場で育つ姿勢」 

自分の言葉で考え、話せる力 

4. 教育とのギャップと課題 

企業は「理想像」より「採れる現実」から話を始めている 

マーケティングや IT の概念理解が抽象的なまま終わっている学生が多

い 

在留資格と学科・科目の整合性に対する理解不足 

5. 教育連携における可能性 

授業内課題提供、PBL 型授業への参画ニーズは高い 

インターンシップは「労働力化」への懸念が強く、設計が重要 

課題提供型・短期実証型の連携が現実的 

6. カリキュラム設計への示唆 

日本語×実務コミュニケーションの体系的強化 

在留資格を前提とした職種・科目設計 

マーケティング・IT の“使える形”での可視化 

現場理解を深めるフィールドワーク重視 

 

開発する 

カ リ キ ュ ラ

ム・プログラ

ム／ 

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反映するか 

（活用手法） 

リアルな採用基準や企業ごとの求める人材像から、具体的なカリキュラ

ム教材などへの落とし込みを行っていく。 

また、ヒアリング協力企業には継続的なアプローチや協働による採用連

携も提案・検討していく。 

 

調査名 
⑤リカレント受講生の受講動機調査  
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調査目的 実際に本校主催のリカレント講座を受講している社会人の学び直しニー

ズの把握。

調査対象 本校主催リカレントコース（AI キャリアアップコース）受講生 54 名

調査手法 限定コミュニティ内で発せられた「受講動機」をピックアップし分析。

調査項目 リカレントコースの受講動機

分析内容

（集計項目）

調査項目に準ずる。

「受講動機」「学びたい理由」に関する記述を抽出・分類し、傾向を整理。

調査結果 主な受講理由カテゴリ

①業務への活用・効率化を目的とした受講

・日常業務や仕事の効率化に AI を活かしたい

・「便利だと聞くが、具体的な使い方が分からないため学びたい」

・実務に直結する形での AI 活用を期待している層

②AI に対する不安・苦手意識の克服

・AI や IT に不慣れで「ついていけるか不安」

・初心者であることを自覚したうえで、基礎から学びたいという動機

・「苦手」「疎い」という表現が複数見られる

③将来に備えたスキル習得・自己研鑽

・今後の社会や仕事の変化を見据え、「今のうちに学んでおきたい」

・キャリアアップ・リスキリングの一環としての受講

・長期的視点で AI リテラシー向上を目指す層

④漠然とした関心・必要性認識からの参加

・AI の重要性は感じているが、具体的なイメージはまだ持てていない

・「まずは触れてみたい」「知るところから始めたい」というスタンス

▼コメント例

分類結果（件数・比率）

傾向：業務活用・効率化を目的とした受講が最も多く、全体の約 4 割を占

めている。一方で、「具体的な活用以前に、まず AI を知りたい」「必要性
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は感じている」という段階の受講生も約 3 割強存在しており、実務直結層

と導入初期層が混在している構成である。また、不安や苦手意識の克服

を明示的に挙げている受講生も約 2 割にのぼり、リカレント受講生全体と

しては「高度な専門スキル習得」よりも、「心理的ハードルを下げながら使

えるようになりたい」というニーズが強いことがうかがえる。

・業務活用・効率化を目的とした受講 22 件（40.7％）

・AI への関心・必要性を感じての受講 19 件（35.2％）

・不安・苦手意識の克服を目的とした受講 10 件（18.5％）

・将来・キャリア形成を目的とした受講 3 件（5.6％）

合計：54 件（100％）

開発する

カ リ キ ュ ラ

ム・プログラ

ム／

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反映するか

（活用手法）

本コースにおけるリカレント・学び直しのニーズは、

「専門性の獲得」よりも、

「分からない状態から抜け出し、社会や仕事の変化に対応できるという安

心感を得ること」

に主眼が置かれていると整理できる。

上記内容を学び直しニーズ調査と合わせ、18 歳以外の社会人ニーズを

カリキュラム検討や運営に際し、再度検討する。

○開発に際して実施した実証講座の概要 ※検証結果については、下記検証項目に記載

実証講座

の対象者

イデア IT カレッジ阿蘇の本科生 1，2 年生

期間
（日数・コマ数）

R7 年 10 月から R8 年 2 月 改訂版の 4 科目⇒5 科目

・地域商品開発 32 時数
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・地域課題実践プロジェクト 32 時数 

・地域課題×IT・AI 32 時数 

・IoT とデータ活用Ⅰ 32 時数 

・IoT とデータ活用Ⅱ 32 時数 合計 160 時数 80 コマ 

実施手法 ・企業ニーズ調査、先行事例調査、18 歳以外・社会人の学びニーズ調査

を反映して、 

〇IT マーケティング科目群を「地域観光デザイン学科」に導入 

・地域課題実践プロジェクト、・観光ビジネス DX の 2 科目を実施する。〇

IT・AI エンジニア科目群を「IT ソリューション学科に導入」に導入 

・地域課題×IT・AI、IoT とデータ活用Ⅰ/Ⅱの３科目を実施する。 

実証結果 IT マーケティング科目※スタートアップ企業との連携授業 

① 地域商品開発 16 コマ（32 時数） 4 名 

② 地域課題解決プロジェクト 16 コマ（32 時数） 9 名 

→ともに、プロジェクト企画型の授業で、各企業が求める業務遂行力や

情報収集・分析力などの基礎となる人間力の構築に大きく関与する科目

として改変を実施。また、スタートアップ企業との連携授業として、企画段

階から AI 等も使用しながら進行。 

 

IT・AI エンジニア科目 

③ 地域課題×IT 16 コマ（32 時数） 23 名 

→本科目も、地場事業者の課題抽出から企画提案を含めたストーリーを

学ぶ流れとなっており、IT スキルを活かしながら、DX による活性化を学

べるカリキュラムとして改修。 

④IoT とデータ活用Ⅰ 16 コマ（32 時数） 23 名 

④ IoT とデータ活用Ⅱ 16 コマ（32 時数） 7 名 

→IT 企業でも強く求められる情報収集・分析、社会人学び直しでも

56.6％の方がデータ分析を学びたいと答えられており、身近なデータ収

集の HOW からそのデータ活用までを座学から演習を通して、深く学べる

ように再編。 

 

① 地域商品開発 16 コマ（32 時数） 4 名 

 
•連携先: アクウィー、道の駅阿蘇、地域の飲食店「Italiasso」（西内シェフ） 

•プロジェクトの背景と目的: 阿蘇地域を訪れる外国人観光客（インバウン

ド）が急増する中、ベジタリアンやヴィーガンといった多様な食文化への

対応が課題となっていた。本プロジェクトは、この「食の空白」を埋めるべ

く、阿蘇産の豊かな野菜や食材を活用した「ヴィーガン弁当」を産学連携
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で開発・販売する実践的な取り組み。マーケティング視点（4P）を取り入

れ、企画から製造依頼、パッケージデザイン、テスト販売までを学生主体

で実施。

•開発商品: 当初の幕の内弁当形式から、製造の実現可能性や手軽さを

考慮し、以下のワンハンドメニューなどに絞り込んで開発。

▼実施風景
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④ 地域課題解決プロジェクト 16 コマ（32 時数） 9 名

•連携先:アクウィー、 阿蘇の朝飯会

•プロジェクトの背景と目的: 南阿蘇地域における「多文化共生の遅れ」

「通過型観光（観光客の偏り）」「少子高齢化」といった地域課題に対し

て、学生独自の視点から解決策を模索するプロジェクト。「阿蘇の魅力を

世界に伝えて、地域と世界の人が交流できる仕組みを作る」ことをゴール

に設定し、食（朝食）を媒介とした交流イベントをゼロから企画・運営。

•実施内容（企画の骨格）:

・WHO（ターゲット）: 地域住民、阿蘇に興味を持つ外国人、Z 世代の学

生（目標集客数：17 名）

・WHAT（提供価値）: 阿蘇の食材を使った多国籍な朝食（スリランカカレ

ーなど）、異文化交流クイズ

・WHY（目的）: 南阿蘇（長陽エリア等）の魅力再発見、地域住民と外国

人が自然に交流できる場の創出

・HOW（手法）: 学生主体のプレゼンテーションと食事会、ミャンマー・スリ

ランカ・阿蘇をテーマにしたクイズ大会
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▼当日の様子

⑤ 地域課題×IT 16 コマ（32 時数） 23 名

期間：R7 年 10 月～R8 年 1 月

概要：地域課題のいくつかについて取り上げ、その現状分析と IT を活用

した課題解決方法を学びます。事例紹介を通じてデザインシンキングや

ストーリーテリングの基礎を理解し、仮説検証モデルを構築。

フィールドワークで現場の課題を再認識し、効果のあるデータ収集・分析

方法についても考えながら、課題解決のストーリーを作成。

地元鉄道会社の課題解決案などを検討するなどの実践あり。
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▼地元事業者への学生の提案資料

④IoT とデータ活用Ⅰ 16 コマ（32 時数） 23 名

期間：R7 年 10 月～R8 年 1 月 16 コマ

概要：IoT およびデータ概要および IoT データ収集演習（土壌センサー、

画像センサー）やデータ分析前提知識（統計、数学、Excel）およびデータ

分析基礎を学んだ。

※教材等は後述。

⑤IoT とデータ活用Ⅱ 16 コマ（32 時数） 7 名

期間：R7 年 10 月～R8 年 1 月 16 コマ

概要：IoT 収集データを用いたデータ分析演習を行い、IoT およびデータ

の概念の理解およびデータ分析に必要な基本的知識の修得、データ分

析の演習を行うことによる分析基本スキルの修得、外部公開データおよ

び IoT 収集データを用いてデータ分析実践を行うことによる分析応用ス

キルの修得を目標に実施。

※教材等は後述。

受講者数        66 人 （うち正規課程在学者 66 人、 社会人 0 人）
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ⅲ）開発した教育カリキュラム・プログラム／調査研究結果の検証

◎本教育プログラム（地域活性化型）の検証体制

・本事業では、学校、企業関係者で既に設置している「カリキュラム編成委員会」におい

て、本事業のカリキュラム、シラバス、教材の開発を行っていく。

・そこで開発されたものを本事業で「地方創生×IT 人材養成部会」を新たに設置して、学

校、企業、団体、行政のメンバーで構成して、カリキュラム、シラバス、講座実施に関する

進捗と助言、評価、検証を行っていく。

◎本教育プログラム（地域活性化型）の検証方法

⑴実証講座の受講生からの評価

・受講後直ぐと１年後アンケート調査で測定。講座の理解度と職場での活用度を 5 段階で

評価した際、４以上の割合度で比較測定する。

・講座後の後追い調査の結果、受講者が対象とする観光業界に就職したかを定量的デー

タで確保する。

⑵企業・業界団体等からの評価

・企業・団体への本教育プログラムへの評価をアンケート調査で行い、必要性、重要性を 5

段階４以上の割合度。

・本教育プログラム受講の卒業生について、受講後１年、3 年目の活躍状況について、受

講生と企業からそれぞれレポートをもらう仕組みを設ける。

⑶教員への授業改善支援

・⑴⑵の評価を元に、本教育プログラムの授業を担う教員への改善支援を行う。
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（５）事業実施に伴うアウトプット（成果物）
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○カリキュラム一覧

※次年度単位制移行のため、時数→回数（コマ数）へ変更

17 科目 406 コマ

以降シラバス 17 科目
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※17～32 コマが本事業対象コマ
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教材 4 科目

① 地域商品開発
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② 地域課題解決実践プロジェクト
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③ 地域課題×IT
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